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告 示 

 

鳥取県告示第116号 

生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条において準用する同法第49条の規定に基づき、施術者を指定したの

で、同法第55条の２の規定により次のとおり告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

氏 名 住 所 施術所の名称 施術所の所在地 指定年月日 

山本 俊和 鳥取市富安二丁目38 レイス治療院鳥取 鳥取市雲山225－13 平成25年１月10日 

                                                    

 

鳥取県告示第117号 

鳥取県統計調査条例（昭和25年鳥取県条例第７号）に基づく県統計調査の実施について、鳥取県統計調査条例

施行規則（平成12年鳥取県規則第20号）第３条第１項及び第２項の規定に基づき、次のとおり告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

１ 調査の名称 

鳥取県産業廃棄物実態調査 

２ 調査の目的 

平成24年度の鳥取県内における産業廃棄物の発生及び処理状況等の実態を把握し、産業廃棄物の適正な処理

等の推進に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

県内全域の事業所（農林漁業を除く。） 

４ 報告を求める事項及びその基準となる期間 

(１) 報告を求める事項 

ア 従業員数 

イ 元請完成工事高・解体工事請負高（建設業）、製造品出荷額（製造業）又は病床数（医療機関） 

ウ 自社中間処理前発生量 

エ 委託前自社中間処理方法 

オ 委託中間処理方法 

カ 委託最終処分方法 

 (２) その基準となる期間 

   平成24年４月１日から平成25年３月31日まで 

５ 報告を求める者 

産業分類別に従業員数等により設定した方法により抽出した事業所（農林漁業を除く。）約1,500箇所 

６ 報告を求めるために用いる方法 

  調査対象者に対して調査票を郵送し、調査票を鳥取県に返送する方法で行う。 

７ 報告を求める期間 

平成25年４月１日から同年６月30日まで 

８ 調査票情報の保存期間 
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  ５年間 

９ 結果の公表方法 

  鳥取県のホームページで公表する。 

                                                    

 

鳥取県告示第118号 

土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第103条第３項の規定に基づき、鳥取市から鳥取都市計画事業千代水

第二土地区画整理事業について換地処分をした旨の届出があったので、同条第４項後段の規定により告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

                                                    

 

鳥取県告示第119号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第１項の規定により、都市計画を変更したので、同条第２項におい

て準用する同法第20条第１項の規定により次のとおり告示し、同法第21条第２項において準用する同法第20条第

２項の規定により当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

１ 都市計画の種類及び名称 

岩美都市計画道路３・４・１号牧谷新井線 

２ 都市計画を変更する土地の区域 

追加する部分 

 岩美郡岩美町大字新井 

変更する部分 

岩美郡岩美町大字浦富及び大字新井 

削除する部分 

  岩美郡岩美町大字新井 

３ 縦覧場所 

鳥取県生活環境部景観まちづくり課（鳥取市東町一丁目 220）及び岩美町役場産業建設課（岩美町浦富 675

－１） 

                                                    

 

鳥取県告示第120号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第１項の規定により、都市計画を変更しようとするので、同条第２

項において準用する同法第17条第１項の規定により公告し、当該都市計画の案を公衆の縦覧に供する。 

なお、当該都市計画の案については、公告の日から縦覧期間満了の日までに知事に意見書を提出することがで

きる。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

１ 都市計画の種類及び名称 



  平成 25 年２月 26 日 火曜日     鳥 取 県 公 報              第 8475 号   

- 4 - 

鳥取都市計画道路１・４・１号鳥取青谷線 

２ 都市計画を変更する土地の区域 

変更する部分 

鳥取市本高、古海及び嶋 

３ 縦覧場所及び意見書の提出場所 

鳥取県生活環境部景観まちづくり課（鳥取市東町一丁目220）及び鳥取市都市整備部都市企画課（鳥取市尚徳

町116） 

４ 縦覧期間及び意見書の提出期間 

  平成25年２月26日から同年３月12日まで 

                                                    

 

鳥取県告示第121号 

平成元年鳥取県告示第685号（屋外広告物に係る禁止地域等の指定について）の一部を次のように改正し、平成

25年３月10日から施行する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

 鳥取県屋外広告物条例（昭和37年鳥取県条例第31号。

以下「条例」という。）第２条及び第３条の規定に基

づき、広告物を表示し、若しくは広告物を掲出する物

件を設置することを禁止し、又は制限する地域又は場

所を次のとおり指定し、平成元年７月１日から施行す

るので、条例第７条の規定により告示する。 

その関係図面は、鳥取県生活環境部景観まちづくり

課、東部総合事務所、中部総合事務所及び西部総合事

務所の生活環境局並びに八頭総合事務所及び日野総合

事務所の県土整備局において公衆の縦覧に供する。 

１～４ 略 

５ 条例第３条第１項第３号の知事が指定する地域は、

次に掲げる地域（前項に掲げる地域を除く。）とす

る。 

(１)・(２) 略 

(３) 次に掲げる道路の両側200メ－トル以内の地域

（鳥取市及び倉吉市の区域を除く。）で当該道路

から展望できる場所 

路 線 名 区     間 

 略 

県道河原イ

ンター線 

全線 

 

 

 略 

 

 鳥取県屋外広告物条例（昭和37年鳥取県条例第31号。

以下「条例」という。）第２条及び第３条の規定に基

づき、広告物を表示し、若しくは広告物を掲出する物

件を設置することを禁止し、又は制限する地域又は場

所を次のとおり指定し、平成元年７月１日から施行す

るので、条例第７条の規定により告示する。 

その関係図面は、鳥取県生活環境部景観まちづくり

課、東部総合事務所、中部総合事務所及び西部総合事

務所の生活環境局並びに八頭総合事務所及び日野総合

事務所の県土整備局において公衆の縦覧に供する。 

１～４ 略 

５ 条例第３条第１項第３号の知事が指定する地域は、

次に掲げる地域（前項に掲げる地域を除く。）とす

る。 

(１)・(２) 略 

(３) 次に掲げる道路の両側200メ－トル以内の地域

（鳥取市及び倉吉市の区域を除く。）で当該道路

から展望できる場所 

路 線 名 区     間 

 略 

県道河原イ

ンター線 

八頭郡八頭町船岡字狐塚下分

1861地先から同町と鳥取市との

境界まで 

 略 
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 (４)～(６) 略 

 

 (４)～(６) 略 

 

                                                    

 

鳥取県告示第122号 

計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定に基づき、特定計量器検定検査規則（平成５年通商産業省

令第70号）第39条第１項の規定に該当する特定計量器の定期検査を実施するので、同法第21条第２項の規定によ

り、次のとおり告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

１ 実施区域 

  倉吉市、境港市、西伯郡、日野郡並びに東伯郡北栄町及び琴浦町 

２ 実施期間 

    平成25年４月１日（月）から平成26年３月31日（月）まで 

３ 実施場所   

    当該特定計量器の所在の場所 

                                                    

 

鳥取県告示第123号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の３第１項の規定に基づき、県営土地改良事業（戸別所得補償実施

円滑化基盤整備事業名和２期地区農業用用排水及び区画整理）に係る土地改良事業計画を変更し、及び事業の一

部を廃止したので、同条第６項において準用する同法第87条第５項の規定により告示し、次のとおり縦覧に供す

る。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

１ 縦覧に供する書類 

土地改良事業変更計画書（工種：農業用用排水）の写し 

土地改良事業廃止処理計画書（工種：区画整理）の写し 

２ 縦覧に供する期間 

平成25年２月26日から同年３月18日まで 

３ 縦覧に供する場所 

 大山町役場 

４ 異議の申立て 

利害関係人は、この告示に係る土地改良事業変更計画又は土地改良事業廃止処理計画について異議があると

きは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に知事に申し立てること。 

                                                    

 

鳥取県告示第124号 

森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第１項の規定により、次のように保安林の指定を解除する。 

 

  平成25年２月26日 
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鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

１ 解除に係る保安林の所在場所 

鳥取市福部町湯山字高浜2164の790（次の図に示す部分に限る。） 

２ 保安林として指定された目的 

飛砂の防備 

３ 解除の理由 

指定理由の消滅 

(「次の図」は、省略し、その図面を鳥取県農林水産部森林・林業総室及び鳥取市役所に備え置いて縦覧に供す

る。) 

                                                    

 

鳥取県告示第125号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第２項において準用する同法第62条第１項の規定による都市計画事

業の事業計画の変更の認可の告示があったので、同法第66条の規定により、次のとおり告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

１ 都市計画事業の種類及び名称 

鳥取都市計画道路事業３・５・３号美萩野覚寺線 

２ 施行者の名称 

鳥取県 

３ 事務所の所在地 

鳥取市東町一丁目220 

４ 事業地 

(１) 収用の部分 

変更なし 

(２) 使用の部分 

変更なし 

                                                    

 

鳥取県告示第126号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項本文の規定に基づき、指定居宅サービス事業者を指定したの

で、同法第78条の規定により、次のとおり告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県東部総合事務所長 齋 藤 明 彦 

 

事業者の名称又は

氏名 

指定に係る事業所

の名称 

指定に係る事業所

の所在地 
指定年月日 サービスの種類 

株式会社クリエイト ヘルパーステーショ

ンこすもす 

鳥取市大杙206－２ 平成25年２月22日 訪問介護 

                                                    

 



  平成 25 年２月 26 日 火曜日     鳥 取 県 公 報              第 8475 号   

- 7 - 

鳥取県告示第127号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第53条第１項本文の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者を指定し

たので、同法第115条の10の規定により、次のとおり告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県東部総合事務所長 齋 藤 明 彦 

 

事業者の名称又は

氏名 

指定に係る事業所

の名称 

指定に係る事業所

の所在地 
指定年月日 サービスの種類 

株式会社クリエイト ヘルパーステーショ

ンこすもす 

鳥取市大杙206－２ 平成25年２月22日 介護予防訪問介護 

                                                    

 

鳥取県告示第128号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定に基づき、次のとおり飯盛山土地改良区から役員が退

任し、及び就任した旨の届出があったので、同条第17項の規定により告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県東部総合事務所長 齋 藤 明 彦 

 

退任した役員の氏名及び住所 

理 事  西 尾 文 雄 鳥取市佐治町津無66 

 〃 西 尾 洋一郎 鳥取市佐治町津無454 

 〃 奥 田 博 美 鳥取市佐治町津無360 

 〃 下 石   譲 鳥取市畑228 

 〃 小 谷 俊一郎 鳥取市加瀬木389 

 〃 前 田 寛 文 鳥取市津無108  

〃 西 尾 隆 之 鳥取市津無479 

 監 事 谷 上 正 樹 鳥取市余戸399 

 〃 中 谷 庄 治 鳥取市高山61 

 〃 西 尾 光 之 鳥取市津無594－３ 

平成24年３月28日退任 

 

 就任した役員の氏名及び住所 

理 事 西 尾 文 雄 鳥取市佐治町津無66 

 〃 西 尾 洋一郎 鳥取市佐治町津無454 

 〃 奥 田 博 美 鳥取市佐治町津無360 

 〃 下 石   譲 鳥取市畑228 

 〃 小 谷 俊一郎 鳥取市加瀬木389 

 〃 前 田 寛 文 鳥取市津無108 

 〃 西 尾 隆 之 鳥取市津無479 

 監 事 谷 上 正 樹 鳥取市余戸399 

 〃 中 谷 庄 治 鳥取市高山61 

 〃 西 尾 光 之 鳥取市津無594－３ 

 平成24年４月１日就任 任期３年 
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鳥取県告示第129号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第96条の４において準用する同法第54条第３項の規定に基づき、岩美町が

行う土地改良事業に係る坂上地区の換地処分をした旨の届出があったので、同法第96条の４において準用する同

法第54条第４項の規定により告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県東部総合事務所長 齋 藤 明 彦 

                                                    

 

鳥取県告示第130号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者から当該指定居宅

サービスの事業を廃止する旨の届出があったので、同法第78条の規定により、次のとおり告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県中部総合事務所長 宮 本 京 子 

 

事業者の名称

又は氏名 

指定に係る事業所

の名称 

指定に係る事業所

の所在地 
届出年月日 廃止年月日 サービスの種類 

社会医療法人

仁厚会 

藤井政雄記念病院 倉吉市山根43－１ 平成25年２月

14日 

平成25年３月

14日 

居宅療養管理指導、

訪問看護 

〃 
訪問リハビリテー

ションふじい 
〃 〃 〃 

訪問リハビリテーシ

ョン 

社会福祉法人

北栄町社会福

祉協議会 

社会福祉法人北栄

町社会福祉協議会

訪問入浴介護事業

所 

東伯郡北栄町瀬戸

29－９ 
〃 

平成25年３月

31日 

訪問入浴介護 

                                                    

 

鳥取県告示第131号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の５第２項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者から当

該指定介護予防サービスの事業を廃止する旨の届出があったので、同法第115条の10の規定により、次のとおり告

示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県中部総合事務所長 宮 本 京 子 

 

事業者の名称

又は氏名 

指定に係る事業所

の名称 

指定に係る事業所

の所在地 
届出年月日 廃止年月日 サービスの種類 

社会医療法人

仁厚会 

藤井政雄記念病院 倉吉市山根43－１ 平成25年２月

14日 

平成25年３月

14日 

介護予防居宅療養

管理指導、介護予防

訪問看護 

〃 
訪問リハビリテー

ションふじい 
〃 〃 〃 

介護予防訪問リハ

ビリテーション 
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鳥取県告示第132号 

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定に基づき、次のとおり特定非営利活動法人

の設立の認証の申請があったので、同条第２項の規定により告示する。 

特定非営利活動促進法第10条第１項第１号、第２号イ、第５号、第７号及び第８号に掲げる書類は、平成25年

４月12日までの間、インターネットを利用する方法により公衆の縦覧に供する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県西部総合事務所長 林  昭 男 

 

１ 申請のあった年月日 

  平成25年２月12日 

２ 申請に係る特定非営利活動法人の名称 

  特定非営利活動法人元気みなと 

３ 申請に係る特定非営利活動法人の代表者の氏名 

  吉田 明広 

４ 申請に係る特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地 

  境港市中町26 

５ 申請に係る特定非営利活動法人の定款に記載された目的 

  この法人は、地域のまちづくりや景観形成の実践及び提案に関する事業を行い、住民参加のまちづくりの実

践をめざす。また、まちづくりに関心を持つ市民に対し、親睦・交流を深めるための情報提供やネットワーク

の機会の提供、専門的見地からの助言等を行うことにより、地域社会への貢献に寄与することを目的とする。 

                                                    

 

鳥取県告示第133号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項本文の規定に基づき、指定居宅サービス事業者を指定したの

で、同法第78条の規定により、次のとおり告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県西部総合事務所長 林  昭 男 

 

事業者の名称又は

氏名 

指定に係る事業所

の名称 

指定に係る事業所

の所在地 
指定年月日 サービスの種類 

株式会社平田組 レッツ倶楽部米子南 米子市石井701－１ 平成25年３月１日 通所介護 

                                                    

 

鳥取県告示第134号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第53条第１項本文の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者を指定し

たので、同法第115条の10の規定により、次のとおり告示する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県西部総合事務所長 林  昭 男 
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事業者の名称又は

氏名 

指定に係る事業所

の名称 

指定に係る事業所

の所在地 
指定年月日 サービスの種類 

株式会社平田組 レッツ倶楽部米子南 米子市石井701－１ 平成25年３月１日 介護予防通所介護 

                                                    

 

鳥取県告示第135号 

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第３項の規定に基づき、次のとおり特定非営利活動法人

の定款の変更の認証の申請があったので、同条第５項において準用する同法第10条第２項の規定により告示す

る。 

特定非営利活動法人の変更後の定款並びに当該定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書

及び活動予算書は、平成25年４月18日までの間、インターネットを利用する方法により公衆の縦覧に供する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県日野総合事務所長 山 根 淳 史 

 

１ 申請のあった年月日 

  平成25年２月18日 

２ 申請に係る特定非営利活動法人の名称 

  特定非営利活動法人多里まちづくりサポートセンター 

３ 申請に係る特定非営利活動法人の代表者の氏名 

山形 美智也 

４ 申請に係る特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地 

日野郡日南町多里826 

５ 申請に係る特定非営利活動法人の定款に記載された目的 

この法人は、多里地域住民に対して、優れた資産の総体的価値を認め、且つ経済・文化・教育・環境等に関

し深い造詣を有する会員相互の協力により、資産の幅広い分野での活用手法等について提言及び活動を行うも

のである。それにより、資産の有効・有益な活用を推進し、文化・教育・環境等にも配慮した安全な地域を創

造し、且つ健全なまちづくりを実現することを一つの目的とする。また、公共交通機関の利用が困難である地

域内の高齢者等に、自宅からの移動手段を提供することにより、中山間地の高齢者等の福祉の増進、余暇活動・

地域活動への参加を支援し、高齢化社会の活性化に寄与することも目的とする。 

６ 定款の変更事項 

(１) 活動の種類 

(２) 役員の職務 

(３) 総会の議決及び議事録 

(４) 定款の変更 

                                                    

議 会 告 示 

 

鳥取県議会告示第１号 

鳥取県政務調査費交付条例施行規程（平成13年鳥取県議会告示第２号）の一部を次のように改正する。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県議会議長 伊 藤 美 都 夫 
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 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

   鳥取県政務活動費交付条例施行規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、鳥取県政務活動費交付条例（平

成13年鳥取県条例第９号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

   鳥取県政務調査費交付条例施行規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、鳥取県政務調査費交付条例（平

成13年鳥取県条例第９号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（収支報告書等の閲覧等） 

第３条 条例第８条第２項の規定による収支報告書等

の閲覧（以下「閲覧」という。）を請求するもの

は、閲覧簿に必要な事項を記載しなければならな

い。 

２ 略 

３ 収支報告書等は、前項の場所以外に持ち出すこと

ができない。 

４ 収支報告書等は、丁重に取り扱い、破損、汚損、

加筆等の行為をしてはならない。 

５ 略 

６ 条例第８条第２項の規定による収支報告書等の写

しの交付の請求は、次に掲げる方法により行わなけ

ればならない。 

 (１)・(２) 略 

７ 略 

８ 条例第８条第２項の規定による収支報告書等の写

しの交付は、次に掲げる方法（鳥取県議会が保有す

る機器又は処理装置及びプログラム（電子計算機に

対する指令であって、一の結果を得ることができる

ように組み合わされたものをいう。）により実施す

ることができる方法に限る。）により行うものとす

る。 

 (１)～(３) 略 

９ 条例第８条第２項の規定による収支報告書等の写

しの交付を受けるものが同条第４項の規定により負

担しなければならない費用の額は、次の表の左欄に

掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める金

額とする。 

 

（収支報告書の閲覧等） 

第３条 条例第８条第２項の規定による収支報告書の

閲覧（以下「閲覧」という。）を請求するものは、

閲覧簿に必要な事項を記載しなければならない。 

 

２ 略 

３ 収支報告書は、前項の場所以外に持ち出すことが

できない。 

４ 収支報告書は、丁重に取り扱い、破損、汚損、加

筆等の行為をしてはならない。 

５ 略 

６ 条例第８条第２項の規定による収支報告書の写し

の交付の請求は、次に掲げる方法により行わなけれ

ばならない。 

 (１)・(２) 略 

７ 略 

８ 条例第８条第２項の規定による収支報告書の写し

の交付は、次に掲げる方法（鳥取県議会が保有する

機器又は処理装置及びプログラム（電子計算機に対

する指令であって、一の結果を得ることができるよ

うに組み合わされたものをいう。）により実施する

ことができる方法に限る。）により行うものとす

る。 

 (１)～(３) 略 

９ 条例第８条第２項の規定による収支報告書の写し

の交付を受けるものが同条第４項の規定により負担

しなければならない費用の額は、次の表の左欄に掲

げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める金額

とする。 

  略    略  

 

別記様式（第２条関係） 

                              年 月 日 

      年度政務活動費収支報告書 

 鳥取県議会議長  様 

 

別記様式（第２条関係） 

                              年 月 日 

      年度政務調査費収支報告書 

 鳥取県議会議長  様 
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           鳥取県議会議員  ㊞ 

１ 交付を受けた政務活動費の額      円 

２ 政務活動費を充てた支出の額 

           鳥取県議会議員  ㊞ 

１ 交付を受けた政務調査費の額      円 

２ 政務調査費を充てた支出の額 

  略    略  

３ 略 

 

３ 略 

 

   附 則 

 この告示は、平成25年３月１日から施行し、改正後の鳥取県政務活動費交付条例施行規程の規定は、同日以後

に交付される政務活動費に係る収支報告書等について適用する。 

                                                    

公 告 

 

鳥取県大規模集客施設立地誘導条例（平成21年鳥取県条例第５号）第８条第１項の規定に基づき、大規模集客

施設の設置について届出があったので、同条第５項の規定により公告する。 

当該設置届に係る届出書及びこれに添付された書類は、平成25年２月27日から平成25年４月27日まで公衆の縦

覧に供する。 

なお、当該届出施設の設置については、同条例第10条第２項の規定に基づき平成25年４月27日までに知事に意

見書を提出することができる。 

 

  平成25年２月26日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

１ 届出者の名称及び所在地並びに代表者の氏名 

  株式会社ヤマダ電機 代表取締役 山田 昇 

  群馬県高崎市栄町１－１ 

２ 大規模集客施設の名称 

  （仮称）テックランド鳥取２号店 

３ 大規模集客施設の敷地の所在地 

  鳥取市大杙壱本木217 

４ 大規模集客施設の用途 

  物販店舗 

５ 大規模集客施設の総床面積 

  9,258平方メートル 

６ 大規模集客施設の設置に係る工事に着手する予定の日 

  平成25年６月21日 

７ 縦覧場所及び意見書の提出場所 

  鳥取県生活環境部景観まちづくり課（鳥取市東町一丁目220） 

 

 


